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河川環境行政の推進とパートナーシップ
山村恒年＊
1 . 新河川法と参加• 協働
1997年に新しい河川法の改正が行われ、これまで「治水」、「利水」を主な目的にしていた河川法に、
環境を考慮した「河川環境の整備と保全」が加えられた。さらに「河川整備計画」を決定するに当た
り、住民の意見を反映させ、学識経験者や自治体の意見を聴くことが定められた。
そしてこの改正に基づき、淀川水系では、学識経験者や地域の特性に詳しい人たちからなる「淀川
水系流域委員会」が2001年2月にスタートした。
この委員会は、河川行政における参加• 協働の画期的なモデルとして注目を集めている。私もこの
委員であるので、この委員会の活動を参加• 協働論の観点から論じたい。
(1) 行政法学と協働論
行政法学の伝統的な考え方では、公益の実現は行政が独占すると考えられてきた。しかし、現実に
は、区画整理組合や土地改良区などの民間団体を法人とし、行政処分権を認める法制度がとられてき
た。しかし、このような分権化は協働とはいわれてこなかった。しかし、最近は、次の2つの意味で
協働論が主張されている。
① 行政機能の一部を民間に指定機関などとする民営化における行・民協働。
② 住民参加やその高度の発展段階として「行政との市民協働」。
後者の方は、政府審議会の答申や報告書においても、提言されるようになってきている。
しかし、「協働」といっても、前者と後者では質的な差がある。これが協働論を混乱させる原因と
なっている。行政法学では、これをドイツ的に「公私協働論」と捉える考え方とアングロサクソン的
に「市民共通利益分担論」と捉える考え方とに分かれている。
公私協働論は分権化あるいは民営化された組織との協働論に重点を置いている。
共通利益分担論では、公共管理における市民の役割分担論に重点を置いている。
以下、この点を淀川流域河川管理について分析してみよう。
(2) 河川法の改正と流域委員会の設置
① 流域委員会の特徴
流域委員会の構成は、全体委員会と、 4 つのテーマ別部会（治水、利水、環境• 利用、住民参加）
および3つの地域別部会（琵琶湖、猪名川、淀川）からなっている。流域委員会はそれぞれの流域につ
いて河川整備の様々なあり方を検討しており、注目を集めているダムの議論だけを行っているわけで
はない。ただ現在は、急を要する着工途中の 5ダムについて、優先的に見直しの検討が行われている。
② この委員会がこれまでのものとは異なる点
編集部注＊ 弁護士・法学博士 本稿は、 2003年11月29日開催法学研究所第26回現代法セミナーの報告原稿に加筆修正
したものである。
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改正された河川法でも、河川の整備計画は国が事業原案を作り、その後で学識経験者らの意見を聴
くということになっているが、今回は、国交省がその原案を作る前に、委員会が河川計画の理念や方
針を「提言」という形で示すことになった。これによって、これまで「一度原案が出されると、なか
なか変えられなかった」ものが、「原案自体を変えやすい」というものになった。
55名の委員の選出についても、国交省の指名した4名の準備委員を除き、残りは公募などにより決
定された。したがってその中身は、河川などの専門家だけでなく、弁護士、環境NGOのメンバー、
さらにその地域に詳しい流域住民なども含まれている。
運営に関しても、これまでは政府関係の職員が、準備やシナリオに関して主導的立場にあったが、
今回はその運営すべてを委員に任せている。また事務局も、民間のコンサルタントに委託をしている。
また会議は公開で傍聴ができるだけでなく、一般公募の意見の発表もでき、会議の資料、議事録の
内容はすべてホームページ上で情報公開されている。
つまりこの委員会は、これまでの市民参加型というものではなく、国と対等のパートナーシップ型
のものといえる。したがってこの委員会の設置は、国の公共事業計画に対して、地域住民などの意見
を直接反映させることができる、新しい試みであるともいえる。
2 . 新河川法における行政過程とアカウンタビリティ
河川管理にアカウンタビリティが強化される理論的根拠としては、河川水系が流域住民の共通利益
財産であることに基づく。このことは各種の国家戦略なども述べているところである。
(1) 河川整備計画の策定
これは、「計画原案」「計画案」「計画決定」の 3段階からなる。従来の行政過程では「計画原案」
なる段階はなかった。法文上はこの用語は使用されていない。しかし、河川法第16条の2の3・4項
では「計画案を作成しようとする場合において必要があると認めるときは」学識経験者の意見を聞く
措置を講じなければならないとする。そのためには計画案のたたき台となる「原案」を作って意見を
聞く必要が出てくる。これは外部的なアカウンタビリティ手続といえる。
都市計画では案を作成してから審議会や住民の意見を聞くことになっている。しかし、案作成の過
程でインフォーマルに関係者と根回しがされている。このため、一旦案が作成されると、審議会や住
民意見で反対• 修正意見が出されても、微調整以外に変更されることはほとんどなかった。すなわち、
計画案策定参加から一歩前進した原案策定参加である。
(2) 淀川水系における行政運用
ここでは、さらにすすめて、原案の提出や前々段階から淀川水系流域委員会を設置し、その意を聞
くこととした。 2004年現在、筆者もこの委員会の委員として従事している。
同委員会自らも住民意見、自治体の意見を聴取して、計画の原々案ごとに意見を聴してきている。
委員会は図 3のような構成がされて活動している。
これらの相互間のアカウンタビリティを図にすると図 lのとおりとなる。
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関係行政機関
図1 アカウンタビリティの相互関係
この委員会の特徴は、行政が事務局でなく、民間コンサルが事務局をつとめていること。これはP
FIといえる。そして提言の文案作成は作業部会委員→部会→委員会と全部委員が作成することであ
る。委員のメンバーにはNPOの代表地域の特性に詳しい人も入っている。現在まで延べ400回以上
にわたる委員会、部会が開かれている。それらは公開され毎回50-300人の傍聴が参加する。
委員会の意見に基づいて、河川管理者は計画の各原案毎に案を改訂してきた。そのため、その内容
は画期的に合理的になりつつある。他方委員会の事務局では、各議事録を作成し、ホームページで公
開している。また、流域委員会ニュース、部会ニュースをそれぞれ毎月発行し、無料で配布している。
資料は誰でも事務局に申し込めば送付されてくる。
(3) 淀川モデルの示唆するもの
河川法上では、学識経験者の意見を聞くとなっているだけであるが、その方法については、河川管
理者の判断に委されている。行政運用で以上のような画期的なことができる。このことは、新公共管
理も運用で可能な範囲が多くあることを示している。このほか地方公共団体でも運用により多くの新
公共管理が実施されているい。
準備会議の提言
・流域委員会の公開と運営について
・流域委員会の特徴について
・流域委員会委員候補選定について
・流域委員会の組織構について
• 住民意見の聴取方針について
流域委員会関係開催数
委員会 60回
地域別部会 98回
WG 24回
テーマ別部会 40回
シンポジウム 3回
河川整備計画策定にむけての説明会開催回数（参加人数）
住民説明会 33固 (2,299人）
自治体説明会 73回
関係団体説明会 39回
図2 淀川流域委員会進行過程
3 . 協働例としての淀川水系流域委員会の提言
従来の各種の行政計画では、一度「案」が出されると、審議会にかけてもなかなか変えられなかっ
た。しかし、改正河川法では、案の前に流域委員会の意見を聴くので、「原案自体を変えやすい」と
1) 村松岐夫•稲継裕明編『包括的地方自治とガバナンス」に引用の各文献参照。
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いうものになった。また、この委員会自身も住民参加に基づいて行われているといえる。計画の決定
権限は河川管理者にあるが、その判断形成過程で流域委員会と協働体制を確保している。流域委員会
は、原案のあり方についても提言しているが、それと別に、住民参加のあり方についても提言してい
る。
河川整備計画の原案に対する意見書を作成するにあたり、流域委員会では、従来の地域別部会（琵琶湖、
淀川、猪名川）に加えて、テーマ別部会（環境• 利用、治水、利水、住民参加）を設置した。
テーマ別部会が先行して審議を行い、地域別部会での審議を経て、原案に対する意見書をとりまとめる。
以下に、流域委員会、テーマ別部会、地域別部会の審議の役割と進行スケジュールを示す。
河川管理者 流域委員会
委員会←ーテーマ別部会 地域別部会
（ 提言中間とりまとめ
言｀原案説明資料1( 意見←
↓ 
原案説明資料2( 意見
↓ 
基礎原案1 ( 意見←
↓ 
基礎原案2 ( 意見←
図3 淀川水系河川整備計画策定へのプロセス
(1) 住民参加の提言
流域委員会は住民参加に関する提言を次のとおり行っている。
これに基づく流域委員会の住民参加と委員会開催回数は、前出図2のとおりである。
平成16年9月までに400回以上の委員会、部会、シンポジウム、説明会、ワーキンググループが開
催された。このうち、流域委員会とその部会はすべて公開された。
この流域委員会には住民参加部会というのがあり、筆者もその一員である。
平成15年9月に同部会が住民参加についての意見として取りまとめたが、その一部を紹介する。
住民参加の理念
• 淀川水系は、現在及び将来の住民の共有財産である。
• 住民は、水系から種々の恩恵を受ける権利を有すると同時に、水系を主体的に保全する責務を
負う。
• 住民は、河川管理者の持たない情報や能力を持っている。
• 河川管理者は、住民から河川管理を付託された主体として、計画の早期の段階から計画実施後
のモニタリングに至るまで、住民に対し説明責任（アカウンタビリティ）を果たす責務を負う。
• 治水•利水・環境のバランスのとれた河川管理を実現していくには、河川管理者による一元的
な管理から、住民と河川管理者とがそれぞれの特性を生かした協働型の多元的な河川管理へと
変革することが求められる。
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・参加の積極的実質的意義付け
「参加」の意味は多義的であるが、その理念や目的からすれば、単に住民の「意見を伺う」という
消極的なものとして捉えるべきでない。住民を判断形成のための客体として考えるべきではない。
「協働主体」と考えるべきである。「合意形成」も、形式的に捉えることなく、何をもって「合意形
成」というかについて、住民の納得の行く手立てがとられなければならない。特に、河川整備の具体
的施策における個別的課題と、ダム建設という最重要課題とでは、合意形成の内容や手続には質的な
相違がある。ダム建設についての「合意形成」とは何かについて、河川管理者が流域委員会や参加住
民と十分に協議しておく必要がある。
・対話集会、住民と連携した調査等
対話集会については、現在進行中のもので、河川管理者の積極的な試みとしてその成果を期待する
が、これだけを住民参加の手法とするのは不十分であり、個別の課題ごとに、行政と住民間、住民相
互間の徹底的な、根気のよい対話が必要である。住民の行政への協働・参加のみでなく、行政が、住
民の自主的自立的な運動に依拠し援助し協働するという、行政の「住民活動への参加」も必要とされ
るであろう。
住民と行政をつなぐ専門職としての住民モニタリングのコーデイネーターの必要性から、提言では、
河川流域センターや河川レンジャーを提案したが、具体的に示されている事例は必ずしも適切なもの
とは言えない。
•水系管理への協働活動行政の確立
水資源の適正• 有効利用、水質の浄化、水源・浸透域の保全・復元、自然環境の再生については、
住民との協働が不可欠である。
河川管理者お任せ行政から、流域住民の自省による協働行政を進める体制づくりを基本とすべきで
ある。
この住民参加部会は、それまで河川管理者がすすめていた住民説明会では不十分で、住民対話集会
の開催を提言した。これに際し、集会を主催するファシリテーターの必要性と機能を提し、その候補
者を10数名推薦した。
これに基づき河川管理者はその候補者からファシリテーターを選び、対話集会を開催した。その機
能は図4のとおりである。
ファシリテーター
対立当事者の主張の分析
代替案の要良/ ↓ ＼＼だ替案の要求
内三一主張の翻訳-o旦亘旦り
知らないことの把握
(2) 河川管理者への具体的提言
心理的な壁
↓ 
合意
図4 ファシリテートの機能
① 河川管理者は、住民および住民団体等との連携を積極的に進めるための窓口を設け、日常から
情報交換と交流に努め、政策提案や事業提案にも積極的に対応することが必要である。この場合、
どのようにしたら住民が持っている潜在的な底力を引き出すことができるかを工夫することも必
要である。
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② 河川管理者が行うさまざまな調査についても、住民ならびに住民団体との連携を重視し、住民
団体などからの情報も積極的に活用するべきである。河川管理者が業者に委託する調査よりも、
地域に密着した住民や住民団体の方がより詳細で正確なデータを持っている場合がある。日常的
に川に関わり親しんでいる住民の五感に基づく情報は、現実味があり、限定された時間や空間で
なされる厳密な科学的データとともに複雑な河川環境を反映・表現していることが多い。
③ 調査、モニタリング等は、能力のある住民•住民団体等に事業委託することも検討するべきで
ある。
(3) 住民と行政とのパートナーシップの考え方
これについては、次のような意見が交わされた。
・ポランティアでの住民参加には限界がある。行政のパートナーとしてNPOの住民組織を位置付
け、活動に必要な対価を支払うシステムが必要である。
・パートナーシップについては、既にいろいろな活動があるが、住民主体というものをどのように
実現するかが難しい。
• 始めからリジッドな組織を考えるより、フレキシブルなものを立ち上げるのがよい。
• 従って、連携• 協働やパートナーシップのゴール・イメージを持つことが必要。
・パートナーとなるためには、お互いの信頼関係と力量が必要。
・パートナーシップの役割となるのは、インターフェースである。いわば、住民と河川管理者との
対面である。行政のパートナーとしてNPO等の住民組織を位置付ける。
• 新たなことに挑戦するためには、ボランティア的な精神と最小限度のお金が必要。
すなわち、情熱のあるボランティアだけでなく、専任のプロフェッショナルが必要。
・組織やお金など、形を与えることにはプラスとマイナスの面がある。始めから固定的なものにし
てしまうのはよくない。
• 例として、網野町では、古くから、鳴き砂を守る運動が行われてきており、鳴き砂の保護を目的
とした条例が制定されて、成功例として紹介されている。また、環境省では、グリーンワーカー
制度を作っている。自治体が作っている森林レンジャーは職員だが、グリーンワーカー制度では
一般の人を任命しており、ボランティアとレンジャーの中間形態である。
• 淀川水系のような大きな流域では、インターフェースの役割をする組織は複数作り、お互いに競
い併せることが大事ではないか。
(4) 住民参加実践の課題
これについては、次のような意見が出された。
1)パートナーシップの形成
① 各主体が主体的・積極的に情報の伝達・交流に「参加」し、
② 各主体の関心に沿って的確で十分な質• 量をもった情報が双方向にやりとりされる「対話」
により、
③ 双方の相互理解が進むだけでなく、対話による新たな発見、気付きが生まれ、
④ よりよい行動に結びつくものであること。
⑤ さらに対話により醸成された信頼関係が将来の連携協力の基礎となるものであること。
2)各種の施策や計画を検討するに際しての手法
施策の立案の前に、方法書案（スコーピング書）をつくり住民の意見を聞く。
これは次のような事項を含める。
① 効果の評価項目並びに調査項目
② 代替案の範囲・予測・評価の手法の選定
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③ 住民意見聴取、対話集会等の手法の選定
④ 評価については環境のコストも含めた費用便益分析を含める。
3) ファシリテートの機能の導入
ファシリテーターは、コミュニケーションを円滑にする役割を持たす。そのために、河川管理者
が解説するより、客観的な立場からファシリテーターが解説することにより、わかりやすく信頼性
を高める。対話集会では、住民から情報を引き出し対話に生かす。
4)住民の関心を呼ぶ説明書等の情報提供
① メリハリのある記述 方法書による重点事項を中心とする
② わかりやすい内容 わかりやすく論理の筋がとおっていること
③ 計画の経緯の説明 代替案検討経過、場所選定の理由
④ 途中経過の説明 検討状況報告を書く
⑤ 河川管理者の見解 住民等の意見に対する見解を書く
5)モニタリング段階での住民参加の手法例
① 調査範囲、手法、調査・評価項目の方法書案をつくる（スコーピング）
② ①について住民、専門家、 NGO、NPOの意見を聞く
③ モニタリング結果案を公表し、②の意見を聞く
④ モニタリングの成果を作成し公表する。それに対する意見を聞く。
6)施策の実施計画段階での住民参加
施工内容・方法に関して環境影響評価を次のようにする
① 工事内容・方法の代替案の検討
② 各代替案の環境評価とその比較検討書の公開
③ 住民等の意見を聞き反映させる
平成14年から平成15年にかけての住民参加は図 5のとおりである。
取組み
•会議での一般傍聴発言
・ホームページでの意見募集
•一般意見聴取の会
• 各種アンケート
提言
, ,,I 
「新たな河川整備をめざして」
「河川管理者に対する河川整備計画策定時
における一般意見の聴取反映方法について」
（別冊）
随時実施・フィードバック
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図5 整備計画策定過程の協慟判断形成
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(5) 河川管理者の基礎原案における住民参加対策に対する意見
上記の図 5の基礎原案は、平成15年に提案された。
それには、住民参加の方策も含まれていた。それに対して流域委員会は同年、提言を提出した。そ
のうち、住民参加の方策について、次のような意見を述べている。
1)各種の施策や計画の代替案の検討
施策の立案の前に、方法書案（スコーピング書）をつくり住民の意見を聴く。これには次のよう
な事項を含める。
① 効果の評価項目ならびに調査項目を選定する。
② 代替案の範囲・予測・評価の手法を選定する。
③ 住民意見聴取、対話集会等の手法を選定する。
④ 評価については環境のコストも含めた費用便益分析を含める。
2)モニタリング
基礎原案では、モニタリングヘの住民参加、住民主体のモニタリング、川のことは現場に近い住
民にまず「情報を得る」という考え方が不足している。住民によるモニタリングは、住民にとって
大切な「社会参加」の一段階となるという認識が必要である。そのためには、以下の点に配慮する
べきである。
• 住民と行政をつなぐことを専門職とする住民モニタリングのコーデイネータが必要である。
• 住民と連携したモニタリングの具体的手法の記載が必要である。例えば、共同観察会の主催等
がある。
・モニタリングにおける住民団体の役割は、協働主体と位置づける。
•住民が個人的な調査等で持っている情報、学校教育等での観察調査データの収集と活用が有効
である。
次に、モニタリング段階での住民参加の手法を例示する。
① 調査範囲、手法、調査・評価項目の方法書案（スコーピング書）をつくる。
② ①について住民、専門家、住民団体等の意見を聴く。
③ モニタリング結果案を公表し、②の意見を聴く。
④ モニタリングの成果を作成・ 公表し、それに対する意見を聴く。
4. 淀川流域委員会の協働参加性
ここでは、河川管理者と流域委員会との協働のシステムをとっている。しかし、実質的には、次の
点において住民との協働形態となっている。
① 流域委員の中にNGOの代表者を兼ねる委員が55名中20名もいる。各部会で現地視察が行われ
ている。
② 流域委員会自らが、地区ごとに住民意見聴取会に出席している。
③ 住民は、文書、ホームページで意見をいつでも出せるので、それがプリントアウトされ、委員
会に提出される。それを各委員が参考にして意見を提出する。
④ 委員会のあと傍聴者発言の機会が与えられている。
⑤ 河川管理者も住民説明会や対話集会、「若者討論会」を20回以上で行った。
⑥ 流域委員会の提言、議事録等すべて公開され、委員会、部会のニュースが毎月配布（無料）さ
れている。
⑦ 流域委員会、部会は公開され、毎回300-50人位の傍聴者があり、それらに 対し、審議資料
が配布されている。平成14年11月で6万部の広報のチラシを配布している。
⑧ 協働作業の内容は各部会毎にテーマ別に委員自らが意見を書き、委員に提出する。同時に各部
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会毎に作業部会を設け、数名の委員によって部会意見を作成する。これを委員会に提出する。作
業部会は午後3時から深夜までわたることがある。通常5時間位かける。全体委員会の意見につ
いても作業部会がつくられ同様の作業を行う。
⑨ このように、従前の委員会では、行政当局の案が出され、それについて委員会で 2~3 時間審
議し、それを 2、3回続けるというのと全く異なる。協働作業のためには、大量の人的資源の投
下が必要となる。そうでないと協働参加性を持たない。
5. 協働の効果
① 河川管理は、積極的に流域委員会からのアイデアを求め、それを活用して計画素案に取り入れ
られた。
② 計画素案の各所に、住民参加のシステムが書かれた。
③ 委員会の提言した代替案も記載されるようになった。
④ 河川管理者も委員会との協働で気付かなかった点が理解できるようになったと協働の利点を認
めている。
しかし、次のような点では、両者の間に意見の差異が残っている。
⑤ 住民の社会的合意とは、どのようなものであるか。
⑥ 代替案の費用便益の評価の考え方。
⑦ 総合計画管理型（委員会）か試行錯誤型（管理者）か。
河川管理者の責任者も流域委員会との協働によって、われわれだけでは考えつかない貴重な事項も
整備計画の基礎原案に盛り込むことができたと述べ、協働の成果を認めている。整備計画策定後も事
後評価による改訂作業を行うので、今後も流域委員会との協働を継続するとしている。
2004年10月末現在、まだ、基礎原案に対する審議が継続中である。同月現在、着工中の4ダム（い
ずれもアクセス道路のみ工事中）の中止の可否をめぐって検討中である。
今後整備計画が策定されるまでは時間がかかる。その策定後においても、整備計画の事後評価の第
三者的チェック機関として、流域委員会は継続する予定である。
このように、流域の協働・管理は住民参加とともになされるので、その効果は注目に値するといえ
よう。
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